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建設業退職金共済制度の推進について（依頼） 

 
平素より、当公社事業の推進に、ご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、当公社では発注工事の施行に際し、建設労働者の労働福祉の向上を目的とした建設

業退職金共済制度につきまして、同制度の履行確保のための必要措置を徹底していきます。 

本制度の目的の達成のためには、１人でも多くの事業主の本制度への加入とともに、被共

済者である建設労働者に、共済手帳が確実に交付され、共済証紙が適切に購入及び貼付され

ることが必要です。 

つきましては、当公社工事においては、原則として、下請業者（２次下請以下も含 

む。）等も含めて本制度に加入するとともに、共済証紙の購入状況等について報告してくだ

さい。 

また、本制度に加入している場合には、「建設業退職金共済制度適用事業主工事現場標

識」（勤労者退職金共済機構・建設業退職金共済事業本・支部にあります。）を工事現場 

の見やすい箇所に必ず掲示してください。 

手続きの詳細については以下を参照のうえ、本制度の更なる推進にご協力いただきます

ようお願いします。 

１ 共済証紙を購入した場合 

(1) 契約日から２か月以内に、工事ごとに「発注者あて掛金収納書（コピ－ 不可）」を「建        

設業退職金共済証紙購入状況等報告書（様式１号）」に貼付し、工事担当課の担当監督員 

に提出してください。その際、収納書及び様式１号には工事名、工事を担当する課名等を

記載してください。 

なお、２か月以内に提出ができない場合は、業者コード、契約番号、工事名、工事期間、

工事を担当する課名、遅延理由を明記した「遅延理由書」（特に様式は定めません）を工

事担当課に提出し、掛金納付・証紙購入し次第、様式１号を工事担当課の担当監督員に 提

出してください。 

(2) 下請業者等が、掛金納付・証紙購入をした場合、各下請業者等の「発注者あて掛金収納書

（コピー不可）」を、元請業者が取りまとめて、様式１号に貼付の上、工事担当課の担当

監督員に提出してください。この場合、掛金収納書及び「建設業退職金共済証紙購入状況

等報告書（様式１号）」の欄外に元請業者名を記入してください。 

(3) 工事途中において共済証紙を追加で購入した場合は、(1)又は(2)の手続きを行ってくだ

さい。 

(4) 他の工事からやむを得ず証紙の流用をされる場合は、工事担当課の担当監督員に連絡          

し、流用する証紙の現物を提示して確認を受けてください。その後、契約日から２か月 

以内に「建設業退職金共済証紙購入状況等報告書（様式１号）」を担当監督員に提出した

上で、貼付実績を「建設業退職金共済証紙受払簿（ 様式２ 号） 」及び「建設業退職金共済

証紙貼付実績報告書（様式３号）」に記録してください。 

(5) 当該制度の被共済者である建設労働者に必ず退職金共済手帳を交付した上で、従事人数に

応じて購入した証紙を貼付・消印し、貼付実績を「建設業退職金共済証紙受払簿（様       

式２ 号） 」及び「建設業退職金共済証紙貼付実績報告書（様式３号）」に記録してくだ

さい。（「建設業退職金共済証紙受払簿（様式２号）」の記載は、建設業退職金共済事業

本部が発行する「建設業退職金共済制度事務処理の手引き」もしくは建設業退職金共済事

業本部のホームページ（ http://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/）にある「共済証紙

受払簿の記載例」を参照。また、「建設業退職金共済証紙貼付実績報告書（様式３号）」

の被共済者の欄に記載する番号は、個人情報保護のため、被共済者手帳番号ではなく、当

該工事で採用した被共済者の人数に合わせた番号を記載してください。）  



様式１号から様式３号は、横浜市建築保全公社のＨＰ「様式ダウンロード」からダウン

ロードしてください。（ http://www.y-hozen.or.jp/nyusatu/download/#kouji）  

(6) 工事の完成時に、工事完成図書と併せて「建設業退職金共済証紙受払簿（様式２号）」及

び「建設業退職金共済証紙貼付実績報告書（様式３号）」を工事担当課の担当監督員に提

出してください。このとき、提出した書類の写しを保管しておいてください。 

 
※様式２号に代えて、建設業退職金共済事業本部が規定する「共済証紙受払簿（様式第

030号）」の書式（工事件名を特定すること）を様式２号の別紙として提出すること

もできます。 

※ 元請業者の従事者の中に被共済者がいなくても、下請業者等の従事者の中に被共済者

がいる場合は１により手続きを行ってください。 

 

２ 共済証紙を購入しない場合 
 

(1) 共済証紙を購入しない理由を「建設業退職金共済証紙購入状況等報告書（様式１  

号）」に記載（選択肢からの選択・複数選択可）し、契約日から２か月以内に工事担当 

課の担当監督員に提出してください。 

(2) 工事途中で共済証紙を購入する場合は、１により手続きを行ってください。 
 

 

３  下請業者等に対する周知・協力要請 
 

建設業界では、元請業者と下請業者等が一体となって工事を行いますので、下請業者等に

対して本制度の周知・徹底を強く図るとともに、次の点について協力要請をしていただくよ

うお願いします。 

(1) 本制度への加入、掛金納付 

(2) 被共済者である建設労働者への退職金共済手帳の交付、証紙の確実な貼付・消印 

なお、できる限り「証紙現物交付方式」を採用し、元請業者においては、証紙の現物を

下請業者等に交付するようお願いします。 

 

４ その他の注意事項 
 

(1) 当該制度には、建設事業主に雇用されていれば、現場のガードマン、運転手等も加入でき

ます。（ 中小企業退職金共済法では、建退共制度の被共済者となる者は、建設業を営む事業

主に期間を定めて雇用される者で、建設業に従事することを常態とする者としています。

しかし、建設業界の雇用実態は複雑ですので、従来より、「建設業を営む事業主に雇用さ

れている労働者で、建設業の現場で働いている者」は全て建退共制度の被共済者となりう

るものとしています。）  

なお、類似の退職金共済制度として「一般の退職金共済制度」（勤労者退職金共済機

構・中小企業退職金共済事業本部所管）がありますが、この制度は常時雇用者を対象とし

た制度ですので、「一般の退職金共済制度」に加入していても、期間雇用者を採用する場

合は、「建設業退職金共済制度」に加入することになります。 

(2) 合併入札で工事担当課が複数ある場合、報告書等の提出先はそれぞれの工事担当課と

なります。 

(3) 建設業退職金共済制度に基づく事業主負担額（掛金額）等の福利費は、現場経費の中

に他の項目と合わせて含まれています。 

(4) 建設業退職金共済制度未加入業者につきましては、「建設業退職金共済証紙購入状況

等報告書（様式１号） の「２ エその他」に「未加入」と明記した上で、未加入の理由を記

載してください。 

担当： 技術管理課 ℡ 045-349-5217  


